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承認ＴＬＯ制度 

（＝大学等の研究成
果の産業への移転を
促進） 

日本版”バイドール”条項 

（＝国の研究委託の成果
を受託者に帰属） 

各国立大学は法人格 
取得 
承認ＴＬＯへの出資 
特許の機関帰属 等 
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大学の使命として、 

①教育、②研究に加
え、③社会貢献を明
文化 

産学官連携施策の１５年 

第１期“産学官の人的交流等の促進”  第２期“技術移転のため仕組みの改革” 
      “産学官連携はイノベーション 
      創出のための重要な手段” 

【再仕分け】 

競争的資金
の見直し 

 

科
学
技
術
基
本
法 

地域科学技術、
産学官連携戦略
展開事業は廃止
判定 

  科学技術基本計画 

第４期 

第
一
回 

産
学
官
連
携
推
進
会
議
（京
都
） 

第３期 

産学官連携施策の経過 

文部科学省に 

よるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

支援開始 

文部科学省に 

よるURA 

支援開始 

’95 ’13 ’96 ’97 ’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 

大学知的財産本部整備事業 

知的クラスター創成事業 

産学官連携 
戦略展開事業 

  地域への支援策 

  大学への支援策 
大学等産学官連携自立化
促進プログラム 

地域イノベーション 
戦略支援プログラム等 

イノベーションシステム 
整備事業 

（第Ⅱ期） （第Ⅰ期） 
ＣＯＩ 
ＳＴＲ 
 ＥＡＭ 

日
本
再
興
戦
略 
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●学校教育法（昭和二十二年三月三十一日法律第二十六号） 

第八十三条第２項  大学は、その目的を実現するための教育研究を行い、その成果を広く
社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。  

 

●知的財産基本法（平成十四年十二月四日法律第百二十二号） 
（大学等の責務等）  

第七条  大学等は、その活動が社会全体における知的財産の創造に資するものであること
にかんがみ、人材の育成並びに研究及びその成果の普及に自主的かつ積極的に努める
ものとする。  

 
●教育基本法（平成十八年十二月二十二日法律第百二十号） 

（大学）  

第七条  大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究
して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に
寄与するものとする。  

 

 

  
～教育、研究、そして成果提供は大学にとって３本柱～ 

 

大学の役割 資料2 
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出典：文部科学省「平成２３年度 大学等における 

産学連携等実施状況について」 

大学等における民間企業等との共同研究の実績 

【民間企業との１件あたりの受入れ額の推移】 

【景気動向指数】 

●民間企業等との共同研究については、件数、受入金額ともに総じて増加傾向を示している。 

●景気の影響もあり、１件あたりの受入額は平成２１年度に落ち込んだが、件数自体は微減に
留まり、直近の平成２３年度に最高件数であることを鑑みると、共同研究の意識は定着して
きていると考えられる。 

（件） （億円） 
【民間企業との共同研究受入金額、件数の推移】 

景気の「谷」（平成
２１年３月）（内閣
府による判定） 
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9,090 

9,869 
9,435 

8,801 8,675 
9,124 

※赤字は合計件数                  

大学等における特許出願等の実績の推移 

【特許出願件数】 【大学等からの特許出願全体に占める共同出願の件数割合】 

● 特許出願件数は、国内外合わせ９,０００件程度である。 
 
● うち共同出願件数は、 国内出願・外国出願どちらにおいても過半数を占める。 
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※特許権実施等件数は、実施許諾または譲渡した特許権（「受ける権利」の段階のものも含む）の数を指す。 

大学等の特許実施等 

※大学等とは大学、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関法人を含む。 
※国公私立大学等を対象。 

【特許権実施等収入及び特許権実施等件数】 

○特許権実施等件数は、調査
対象年度中に契約が継続
している件数。 

 
○特許権実施等収入は、一時

的な実施料収入、毎年度の
収入（ランニングロイヤリ
ティ収入）、譲渡による収入
等の合計。 

● 特許権実施等件数及び特許権実施等収入は、概して増加傾向にある。 
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○国立大学の法人化の動きを契機として、大学において産学官連携のための組織・体制等の整備の 

 必要性が高まったことを受け、平成１５年度以来、以下の取組を実施。 

○大学知的財産本部整備事業（平成１５年度～平成１９年度） 
  大学等における知的財産の組織的な創出・管理・活用を図るモデルとなる体制を整備を図る。 
   ・「大学知的財産本部整備事業」：３４件  
   ・「特色ある知的財産の管理・活用機能支援プログラム」：９件           
  合計４３件を実施 

 

○大学等産学官連携自立化促進プログラム（平成20年度～平成24年度） 
  国際的な産学官連携活動や特色ある産学官連携活動の強化、産学官連携コーディネーター配置等の支援 

 により、大学等が産学官連携活動を自立して実施できる環境の整備を図る。 

  １．機能強化支援型  

    ・「国際的な産学官連携活動の推進」 ： １６件 

    ・「特色ある優れた産学官連携活動の推進」 ： ２２件  

    ・「知的財産活動基盤の強化」 （平成22年度終了）： １７件   

    ・「知財ポートフォリオ形成モデルの構築」 ： ２件 

    ・「バイオベンチャー創出環境の整備」 ： ２件 

   合計５９件を実施 

  ２．コーディネーター支援型 ： 合計４９件を実施 

 ※平成20年度～平成21年度は「産学官連携戦略展開事業」として実施 

大学等における産学官連携体制・環境整備への取組 

※国立大学の法人化以前は、地域共同研究センター等における産学官連携活動はあったものの、組織的対応
というより「研究者個人」による活動が主体であった。 
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 我が国の大学等では、研究開発内容について一定の理解を有しつつ、
研究資金の調達・管理、知財の管理・活用等を行う人材が十分ではない
ため、研究者に研究活動以外の業務で過度の負担が生じている状況に
ある。 

① スキル標準の策定、研修・教育プログラムの整備など、リサーチ・アドミニストレーターを育成し、定着させる全国的なシステムを整備 

② 研究開発に知見のある人材を大学等がリサーチ・アドミニストレーターとして活用・育成することを支援 

 

 リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ） 

 大学等において、研究資金の調達・管理、 
 知財の管理・活用等を総合的にマネジメント 
 できる研究開発に知見のある人材 
を育成・確保する全国的なシステムを整備する 
とともに、専門性の高い職種として定着を図る。 
      

背   景 

概   要 

制度化 展 開 定 着 

協力 活用 協力 活用 

◆研修・教育プログラムの整備 
 スキル標準を活用した全国的な研修・教育プログラムを作成・実施 

◆スキル標準の策定 
 スキル標準の作成を大学に委託 

◆リサーチ・アドミニストレーションシステムの整備 
  リサーチ・アドミニストレーターを配置し、リサーチ・アドミニスト 

 レーションシステムを整備 
                                

リサーチ・アドミニストレーターの業務 
○シニア・リサーチ・アドミニストレーター 
 リサーチ・アドミニストレーター組織の統括、大型
研究プログラムの主体的な運営・進行管理等 
○リサーチ・アドミニストレーター 
 研究開発や産学連携の複数プロジェクトに係る申
請、競争的資金等の企画・情報収集・申請、採択
後の運営・進行管理、情報収集、交渉等 

目   的 

①研究者の研究活動 

 活性化のための環境 

 整備 

②研究開発マネジメント 

 の強化による研究推 

 進体制の充実強化 

③科学技術人材の 

 キャリアパスの多様化  

 

研
究
環
境
整
備 

②
大
学
等
に
お
け
る 

ト
す
る
仕
組
み
の
整
備 

①
研
究
環
境
整
備
を
サ
ポ
ー 

【東京大学】 

【早稲田大学】 

※1 H23スタート 

【東京大学、東京農工大学、金沢大学、名古屋大学、京都大学】 

1,041

1,346

823

650

451

298

569

539

2008年

2002年 研究に関する活動

教育、社会サービス、管理運営等に関する活動

教員の活動別年間平均職務時間（科学技術政策研究所 2011.12）

 リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備        

Ｈ23        Ｈ24       Ｈ25         Ｈ26         Ｈ27        Ｈ28        

              

◆リサーチ・アドミニストレーションシステムの整備 
                                 

※2 H24スタート 

世界的研究拠点整備     【北海道大学、筑波大学、大阪大学、九州大学】  

専門分野強化         【新潟大学、山口大学、東京女子医科大学】 

地域貢献・産学官連携強化【福井大学、信州大学、九州工業大学】                         

※シニアＵＲＡの配置が含まれている場合は、審査を経て、 

 4,5年度目にも継続できる取扱いを予定 【5機関※1】 

【10機関※2】 
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科学技術創造立国を目指す我が国の学術研究の総合的推進について－「知的存在感のあ
る国」を目指して－ （答申） （ H11年6月1日 学術審議会 ） 
 
7 社会的連携・協力の推進 
（1） 2．産学連携の推進のための体制等の整備 
 
（イ）国立大学では、理工系学部を置く大学を中心に、地域共同研究センター等の整備が進んでおり、産
業界等との研究協力の推進の場として、一定の成果をあげている。 
 しかし、大学の社会に対する「窓口」に加え、産と学とのリエゾン（仲介・連絡）の役割を積極的に果たし
ていくためには、専任教官が原則として助教授一人という現在の体制は、十分とは言い難い。 
 また、学内での迅速な意思決定と機動的な対応が可能となるよう、リエゾン機能を中心とした役割・権限
の明確化とともに、企業のニーズと大学等のシーズをつなぐ「産学のコーディネーター」の配置等による
組織体制の強化、施設・設備の拡充など、地域共同研究センター等の更なる整備・拡充を進める必要が
ある。 
 さらに、地域のニーズや大学等のポテンシャル（潜在的能力）に対応し、例えば、社会科学系の学部等
を基盤とする共同研究センターや商業地区等へのサテライト・センターを設置するなど、多様な発展を推
進していくべきである。 
 このほか、国立大学等の敷地内に、企業等の共同研究施設の整備を支援するための仕組みが設けら
れたところであり、これを活用した産学官の共同研究が一層促進されることが望まれる。 
 
 
 
 

産学官連携コーディネーターの設立 資料8 



 ① 産学官連携支援事業 
 ② 産学官連携活動高度化促進事業（平成1８年度より）  
 ③ 産学官連携戦略展開事業コーディネートプログラム（平成20年度より） 
  （①～③ 文部科学省から民間企業（人材派遣会社）への委託） 
  

※15年10月の国大
統合前は80校 101名 

（77校） 

地域の知の 

拠点再生担当： 

 ７名 

広域担当：３名 

地域の知の拠点 

再生担当：１１名 

目利き・制度間 

つなぎ担当：８名 

広域担当：２名 

地域の知の拠点 

再生担当：22名 

目利き・制度間 

つなぎ担当：22名 

広域担当：２名 

地域の知の拠点 
再生担当：21名 
目利き・制度間 
つなぎ担当：20名 
広域担当：２名 

行政刷新会議 
の事業仕分け 
の結果等を踏 
まえ委託費から 
補助金に変更 

 
 ④ 大学等産学官連携自立化促進プログラム【コーディネーター支援型】 
（平成２２年度より） 
 大学等が、自立した産学官連携活動に必要な基盤の構築・強化のために 
コーディネーターを雇用して行う産学官連携活動を支援（補助金） 

産学官連携コーディネーター支援の経緯 

第2期科学技術基本計画       第3期科学技術基本計画 第４期 

① 

平成13 
年度 

平成14 
年度 

平成15 
年度 

平成16 

年度 
平成17 
年度 

平成18 

年度 
平成19 

年度 

平成２０ 

年度 

平成２１ 

年度 
平成２２ 

年度 
平成２３ 

年度 

平成２４ 

年度 

統合 

16名（16校） 

JST 
 

文部科学省 
 

56名 
（56校） 

③ ② ④ 

72名 
（72校） 

103名 

（76校※） 
広域ＣＤ1名 

含む 

国立大学 

法人化 

110名 

（82校） 
広域ＣＤ4名 

含む 

104名 

（80校） 
広域ＣＤ5名

含む 

91名 

（84校） 

87名 

（85 

機関） 

80名 

（9７ 

機関） 

77名 

（94機関） 

４９名 

（５５機関） 

その他、自立化促進プログ
ラム【機能強化型】にて、 

１００名程度 
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 産学官連携コーディネーター（ＣＤ）の全国的なネットワーク構築及び各地域間のＣＤの連携強化に 
より、我が国の産学官連携活動の持続可能な体制整備及び質的向上を図る。 
   ・ 総括ＣＤを中心とした全国規模の会議の開催、地域規模の会議の開催  
     ・ ウェブサイトの運営等による効果的な情報発信 
   ・上記の活動を通じたＣＤの活動状況等についての調査 

＜受託事業者＞ 

○全国規模の会議、地域規模の会議等の開催 

○ウェブサイトの運営等による 効果的な情報発信 
 

産学官連携総括ＣＤのリーダーシップ
により、以下の業務等を通じて広域的
な人的ネットワークの構築を図る 

文部科学省 

委託 

北海道東北地域 

  中部地域 

  中国四国地域 

  九州沖縄地域 

   関西地域 

連携支援 

  関東甲信越地域 

Ｈ２５．３現在1300人程度が参加 

全国ネットワーク構築による 
産学官連携活動の強化 

〈産学官連携総括ＣＤ〉 

    委託事業：全国コーディネート活動ネットワークの構築強化 

目  的 

本事業イメージ 

○上記の活動を通じたＣＤの活動状況等についての調査 
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シーズＰＲ 

技術契約支援、イベント出展、販路開拓、市場分析  

コーディネーターの業務分類 

技術契約支援 

知財創生 

研究開発支援 

発明相談、特許調査（含特許マップ作成）、特許出願 

（含共同出願、海外出願）、特許中間処理・登録  

共同研究・受託研究契約、守秘義務契約、共同出願 

契約、MTA、ライセンス契約  

ニーズ調査 
シーズ探索、企業探索、企業訪問、市場動向調査 

・分析  

事業化支援 
ベンチャー起業化支援、金融連携、利益相反 

マネジメント、ビジネスモデル提言、販路開拓  

海外展開 

地域貢献 企業相談窓口、地域研究会運営、社会ニーズ調査  

組織運営 産学官連携企画、人事、予算策定  

人材育成 

スキルアップと 

ネットワーク構築 
研修や会議、交流会への参加  

研究開発プロジェクト支援、研究開発戦略構築 

オープンイノベーション参画、補助金申請支援 

シーズ集作成、イベント出展・発表、ウェブ掲載、 

企業訪問、マッチング 

研修会運営・講師、インターンシップ、ＯＪＴ指導 

学内周知・啓蒙 

コーディネーターの業務分類 

 ※当初想定されていた、シーズとニーズのマッチングによる共同研究等の立ち上げ支援から、
知的財産関連の業務やベンチャー立ち上げ支援、地域との連携推進等１０年あまりの間に
広がっていった。 

「産学官連携コーディネーターの 

活動・スキル・資質」平成２４年４月 

より 
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【調査結果の例】 

○「産学官連携コーディネーターとして配置」と整理する者が「いる」と回答した機関数   １９４機関 

○「産学官連携コーディネーターとして配置」と整理する者の内訳 

 

                                   

     

 

  
 

 

 

 

 

 

 

  

    

 

                                                  

 

 

  

 

 

 

      

産学官連携コーディネーターの現状① 
      （「平成２３年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より） 

①→「大学等産学官連携自立化促進プログラム「コーディ
ネーター支援型」」で雇用されているコーディネーター 

②→「大学等産学官連携自立化促進プログラム「機能強化
支援型」」で雇用されているコーディネーター 

③→①、②以外の機関の経費（独自経費等）で雇用されて
いるコーディネーター 

 この条件設定にお
いては、男性が約９
割を占める。 

○「産学官連携コーディネーターとして配置」と整理する者の性別、年齢構成 

種別 男性 女性 小計

①に該当する者 47人 2人 49人

②に該当する者 90人 27人 117人

③に該当する者 587人 64人 651人

合計 724人 93人 817人

種別 人数

①に該当する者 49人

②に該当する者 117人

③に該当する者 651人

合計 817人

この条件設定に
おける年齢構成
としては、調査時
点では約５０％が
６０歳以上で構成
されている。 
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 産学官連携コーディネーターの現状② 
     （「平成２３年度 大学等における産学連携等実施状況について」の関連調査より） 

○ 「産学官連携ＣＤ」と整理する者の前職 

【調査結果の例】 

○ 「産学官連携ＣＤ」と整理する者の雇用期間の定め 

所属機関別では民間企業等が多い 
職種別では研究職、知財、法務部門の
専門職、技術系職員、事務系職員等
が多い。 
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